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港区の施策・事業等について 

部会で出された主なご意見と区役所の対応・考え方 
 

○こども青少年部会（平成29年度第1回：平成29年6月21日開催） 

番号 意見 区役所の対応・考え方 

①  

家庭学習促進の項目について、

『港区版 家庭学習の手引き』は

非常によいものであると思うが、

配るだけでは読んでもらえない。

読んでもらえる工夫はどうして

いるのか、また、その反響や読ん

でいるかなどのアンケートは取

っているか。 

『港区版 家庭学習の手引き』の活用促進につい

ては、学校を通して全保護者に配布するとともに、

平成26年度には活用の講習会、平成26・27年度

は活用促進に向けた教育フォーラムを開催してき

ました。また、平成29年度に実施する「港エンパ

ワメント塾」では、『港区版 家庭学習の手引き』

も教材の１つとして活用する予定です。 

反響や読んでいるかについては、今後、機会を捉

えてアンケートを実施するなど把握に努めます。 

②  

自習室を開設してもあまり利用

されないのではないか。利用状況

はどのような状況か。 

 

昨年度の利用実績（延人数）は、港区民センター

（夏休み170人、冬休み29人、春休み8人）、港

近隣センター（夏休み153人、冬休み28人、春休

み14人）でした。 

③  

青少年の健全育成の推進の項目

の「青少年育成推進会議」におけ

る意見交換会について、出席者が

会計担当の方だけで、十分な意見

交換がされなかった。見直しが必

要と思う。 

昨年度実施した意見交換会は会計説明会とあわせ

て行ったため、十分な意見交換のために見直しが

必要と考えています。今後、意見交換会のあり方

そのものも含めて検討し、効果的な実施に向けて

関係先と調整を進めていきます。 

④  

昨年度、三先小学校PTAの海遊館

のナイトツアーが、区の支援があ

って実現したが、平成 29年度は

継続して実施してもらえるのか。

また、今年度も実施する場合は、

申込み方法はどうなるのか。 

海遊館に平成 29年度の実施について依頼したと

ころ、予定が埋まっており、実施することは困難

との回答でしたが、区としては、実現に向けて、

引き続き働きかけを行います。 

実施する場合は、区内小学校の PTAに呼びかけて

募集し、希望校が 2校以上の場合は、抽選等によ

って実施校1校を決めることになります。 

⑤  

小学校の適正配置の話題は地域

で時々でるが、港晴小学校の子は

どこに行くのか、かつての本校で

あった八幡屋小学校なのか、同じ

築港中学校の校下の築港小学校

なのか。そういう行き先の話題が

先に出てきているが、どのように

なって行くのかは、私たちはわか

らない状態である。 

「大阪市立小学校学校配置の適正化の推進のため

の指針」（平成26年 3月、大阪市教育委員会）に

よれば、学校配置の適正化の方針としては、基本

的には「統合」の手法により進め、「統合」以外に

は「校区変更」の手法があると示されています。

適正配置の相手校は、同一中学校区にあり、校区

が隣接している学校としていますが、通学路や施

設面、地理的条件、地域コミュニティ等を総合的

に勘案し、保護者や地域住民の合意が得られる場

合は、原則に縛られるものではありません。 

⑥  小学校の適正配置について教育
委員会から1学年1学級の学年の

たとえば、施設一体型小中一貫校など、大規模な

施設整備を伴う場合は、財源確保の課題がありま
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ある学校について統合の対象と

なるという指針が示されている

のに、施設整備が伴う場合の方針

が示されていないというのはど

ういうことか。 

す。先行実施した５箇所の施設一体型小中一貫校

の検証を行なったうえで、教育委員会から施設整

備が伴う場合の方針が示されることとなっていま

すが、現時点では示されていせん。 

⑦  

学校の場合、少子化もあると思う

が、できれば学校の数も減らさな

くて済むように、多くの若い人が

住むまちにし、子どもが増えてい

くようにと思う。 

港区では、いちばん住みたいまち、住んで誇りに

思えるまち港区をめざして、「子どもの学び」と「子

育て世代」を応援するまちづくりに取組んでいま

す。子育て世代が魅力を感じ、住んでみたいと選

ばれるまちづくりを今後とも進めていきます。 

⑧  

此花区から、わざわざ港区の幼稚

園を選んで通園させている人が

いると聞いた。そういう若い人が

港区に住んでくれればいいのに

と思う。 

⑨  

平成 30年度の校区変更で、南市

岡3丁目が南市岡小学校の校区と

なる。南市岡小学校の児童数が増

えると思っていたが、学校選択制

で市岡小学校を選ぶ人が多くな

り、1学年1クラスにならないか

心配だ。 

南市岡3丁目につきましては、平成30年４月から

市岡小学校から南市岡小学校への校区変更を実施

します。港区の学校選択制は入学予定者にお渡し

する冊子「学校案内」の各学校の特色などを参考

にしていただき、「ぜひこの学校に行って学びた

い」という積極的な希望に応える制度としていま

す。小学校については、通学の距離や安全確保の

観点から隣接地域の小学校の中から選択すること

ができ、お互いの小学校を選択することが可能で

す。ただし、それぞれの小学校の受入可能人数枠

がありますので、全ての希望者が入学できるとは

限りません。現時点では予測はできませんが、今

後の児童数の推移を注視していきます。 

⑩  

目標設定について、例えば平成28

年度の多文化共生教育スタートア

ップ事業は 70％の目標に対し実

績で 100％に到達しているのに、

平成 29年度は 60％と低い目標設

定になっている。目標を達成する

ことを重視し過ぎているのではな

いか。十分に取組みをしているこ

とは解っているので、もっと高い

目標設定にしてもよいのではない

か。 

多文化共生スタートアップ事業の目標設定につい

ては、学校への学習サポーター等の派遣は、平成

28年度は、目標70％に対し結果が100％でしたが、

平成29年度は1事業1目標と整理したため、この

派遣事業としての目標設定は行なっていません。 

こども多文化カフェについては、平成 28年度に

93.4％を達成していることから、平成 29年度は

60％でなくもっと高い目標設定にしてもよいので

はないかとのご指摘ですが、平成 29年度は平成

28年度より難易度の高い発信型の活動をするプロ

グラムとしていることから、目標設定は平成28年

度と同じ60％としています。 

⑪  

29年度の目標として「スクールソ

ーシャルワークによって好転し

た新規ケースを 10件以上」とし

ているが、10件だけの活動なの

平成 28年度の港区のスクールソーシャルワーカ

ーの相談件数（実人数）は、小学校51人、中学校

21人でした。 
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か。全体の活動状況はどれくらい

か。 

⑫  

大阪港150年ということで、うち

にもポスターを貼っているが、見

ても150年ということは解るが何

が行われるのか解らない。 

また、ポスターはどれくらい出て

いるのか。 

大阪港 150年であることをお知らせするために、

ポスターは港湾局が作っています。150年の取組

み内容については、6月に港湾局作成の回覧用チ

ラシを各町会に配布するとともに、港区において

も 7月号の広報紙で特集を組んでお知らせしま

す。また、ポスターの外に商店街に幟を掲げてい

ただき気運を盛り上げていきます。 

⑬  

港エンパワメント塾はいい事業

だと思うが、家庭学習は塾ではな

く、家でするのが家庭学習だと思

う。 

中学生ではなく、小学生から家庭

学習を習慣づけることが大事。そ

のために有償ボランティアを使

って小学1年生から対象にするよ

うな事業に投資する方が、将来的

にはいいと思う。 

港エンパワメント塾は、中学生対象の大阪市塾代

助成事業を活用した事業であることから、中学生

対象となっていますが、その内容は、学習意欲の

喚起や学び直し、学び方を学ぶという、家庭での

学習習慣づくりを目的としています。 

家庭学習については、全国学力・学習状況テスト

の結果から、家庭学習を全くしていない児童生徒

と30分でもしている児童生徒では、正答率に大き

な差があります。また、中学生になると家庭学習

を全くしない子どもが小学校より増えるという状

況があります。港エンパワメント塾はそのような

状況の改善に資する事業と考えています。 

なお、小学校では、有償ボランティアである「学

びサポーター」を配置し、児童の学力向上及び学

習意欲向上を目指した取組を行なっています。区

としても児童生徒の家庭学習の習慣づくりに向

け、学校と連携して引き続き取組みを行なってい

きます。 

⑭  

区教育行政連絡会には関心があ

るので傍聴したいが、傍聴はでき

るのか。 

以前にも区教育行政連絡会への傍聴希望をお聞き

しており、一般の傍聴を可能にする要綱に変更し、

次回開催の区教育行政連絡会から一般の傍聴を可

能とする方向です。次回の区教育行政連絡会の開

催について、区政会議こども青少年部会の委員の

皆さんに、情報提供をします。 
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港区の施策・事業等について 

ラウンドテーブルで出された主な 

ご意見と区役所の対応・考え方 
 

○防災・防犯に関するラウンドテーブル 

（平成29年度第１回：平成29年６月19日開催） 

番号 意見 区役所の対応・考え方 

① 

福祉避難所について、地域によっ

て施設数にばらつきがあるので、

災害時の連携を進めるため、予算

が限られていると思うが、福祉避

難所に無線機を配備してほしい。

さらに、福祉避難所として協力い

ただいている施設への学習会や地

域との連携が進むように取組んで

ほしい。 

港区役所では、災害時避難所で生活に支障を

来たす要援護者の方を対象に開設される「福

祉避難所」の確保に努めています。 
平成２９年度は、協力いただける福祉施設の

職員を対象とした学習会を開催します。 
さらに、施設所在地ごとにデジタル簡易無線

機を配備し、区・地域・福祉施設が連携して、

開設や受け入れ、情報伝達などの訓練を実施

する予定です。 

②  

地域で開催する防災訓練につい

て、全ての住民に周知する事は難

しいので、開催日等を広報みなと

に掲載してほしい。 

広報紙のイベントカレンダー欄を使った掲載

など、検討・調整します。 

③  

地下鉄弁天町駅高架下の自転車置

き場の管理事務所は、夜間に開い

ていないので、夜遅く帰る人は定

期券を購入できない。また、近隣

の民間駐輪場が安い利用料で営業

している。利用料金を安くできな

いのか。 

弁天町駅西自転車駐車場の管理事務所受付時

間は６時３０分～２０時まで（定休日なし）

で、自転車の一時利用料金は（１日１回） 
１５０円です。ご意見は建設局自転車対策担

当に伝えました。 
【建設局の考え方】 
大阪市駅前自転車駐車場については、指定管

理者制度を導入しており、開設時間につきま

しては、現利用料金による運営を行う上で、

全日常時、駐輪場管理員を配置することは難

しいと考えており、６時30分～20時までの年

中無休とさせていただいています。 

そのような中、駐輪場事業者提案により、更

新手続きの混雑等を避けるため、一部、機械

更新機を導入し対応しておりますが、防犯上

の問題があり、利用時間は管理事務所開設時

間と同様となっております。 

また、利用料金については、条例により自転

車の一時利用料金の上限を 150円と定めてお

り、その上限内において、駐輪事業者が利用

状況及び収支状況に応じて、料金設定を行っ

ております。弁天町駅としては、東側の駐輪
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場の一部に電磁ラック式駐輪機器を設置し、

無料時間の設定を行ったり、比較的利用が少

ないエリアについて、特定区画として 100円

の区画を設定するなどし、運営を行っており

ます。 
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港区の施策・事業等について 

部会で出された主なご意見と区役所の対応・考え方 
 

○福祉部会（平成29年度第１回：平成29年６月20日開催） 

番号 意見 区役所の対応・考え方 

①   

地域福祉アクションプランの推進

支援について、自己評価が「目標

未達成（撤退基準）」となっている

が、今後は取り組まないというこ

とか。 

平成２８年度における地域福祉アクションプ

ランの推進支援については、「地域住民懇談会

の開催：１１校下」を目標としたところ、３

校下のみの開催となったため、「目標未達成

（撤退基準）」としましたが、今後も、地域の

実情に即して各地域に地域福祉の現状等に関

する情報提供を行うとともに、より効果的な

取組みや平成３０年度の地域福祉アクション

プラン改定に向けた体制づくりを促進するな

ど、引き続き区社会福祉協議会と連携し取組

みを進めます。 
 

②  

待機児童対策の取組みをされてい

るが、保育士が不足していると聞

いている。 
小さい子どもたちが住みやすいま

ちにするため、何かいい案はない

か。 

待機児童対策に伴う急激な保育施設の整備に

よる保育士不足は全国的な課題となっていま

す。大阪市ではこども青少年局が中心となり、

平成２９年度より大阪市内の保育所等で勤務

することを希望する保育士のこどもについて

最優先で保育施設等の利用を決定し、市内保

育施設等における保育士の確保を図るなど、

課題解決に向けた取組みをすすめています。 
また、港区としては、子育て層が住みたくな

るまちの実現に向けて、港区ならでは、港町

ならではの特色を生かした、魅力あるライフ

スタイルを提案・発信していきます。 
 

③  

高齢者等要援護者の見守り支援に

おける見守りコーディネーターの

位置づけやネットワーク委員等と

の関係性に地域性があり、相談す

る際に混乱することがある。 

地域では、地域振興会（町会）、ネットワーク

委員、民生委員、見守りコーディネーター、

見守り事業者が見守り活動を行っています。

高齢者等要援護者についての情報が見守りコ

ーディネーターに集まり、それぞれの活動主

体が適宜情報を共有して見守りがより効果的

に行われる体制づくりを区社会福祉協議会と

連携してサポートしていきます。 
 

④  
子ども達の中でゲーム中毒・スマ

ホ依存が多いと聞いている。 
相談先はどこになるのか。 

港区保健福祉センター（地域保健活動）にご

相談ください。状況に応じて適切な機関をご

紹介させていただきます。 

 


